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1. 施設活用に関する要望書の受領

平成29年９月21日 東京都宗教連盟から要望書を受領

＜要望書の主な内容＞

都内の宗教法人所有施設における、
帰宅困難者一時滞在施設等として有効活用を促進

【参考】宗教法人施設（延床面積２千㎡以上）の一時滞在施設確保状況

11%

89%

協定締結済(28施設)

協定未締結（225施設）



2. 都内大学との連携状況

19%

81%

協定締結済
（30施設）

協定未締結
（124施設）

都内大学のうち、約２割と一時滞在施設の協定を締結済み



3. 備蓄品購入費用補助制度(1)

【平成25年度に制度創設】
帰宅困難者向けの備蓄品購入費用の5/6を補助
（1人当たりの上限補助金額は￥7,500）

 補助要件
 施設の所在する区市町村と帰宅困難者の受入れに関する
協定を締結していること

 ３日分の従業者向けの備蓄品を完備していること
 事業継続計画（ＢＣＰ）を策定していること

指定備蓄品目 推奨備蓄品目（※）

水 マット・シート・寝袋

食料 おむつ

簡易トイレ 生理用品

毛布又はブランケット 救急セット

（※）
推奨備蓄品目は
指定備蓄品目完備
が要件



4. 備蓄品購入費用補助制度(2)

【平成27年度に制度改正を実施】

改正前 改正後

備蓄品（指定備蓄品４品目）一括購入 １品目から補助対象

備蓄品３日分一括購入 不足日数分の購入も補助対象

指定備蓄品のみ
都が指定する４品目を完備した事業者につ
いては、新たに受け入れる帰宅困難者のため
の推奨備蓄品を補助対象



5. 学校における防災教育(1)

＜教材を活用し、防災教育を推進＞

教材名 対 象 目 的

防災教育副読本
「地震と安全」

小・中・高 児童・生徒一人一人が、地震による
災害から、自分や他人の生命を守る
力を積極的に身に付ける。

防災教育補助教材
「3.11を忘れない」

小・中 首都直下地震等に備え、防災教育
の充実を図る。

保健補助教材
「災害の発生と安全・健康
～3.11を忘れない～」

高 首都直下地震等に備え、防災教育
の充実を図る。

防災ノート
「東京防災」

小・中・高 防災ブック「東京防災」を有効に活用
し、学校と家庭が一体となった防災
教育を充実させる。



6. 学校における防災教育(2)

＜地震と安全（中学校）の記載＞



7. 大震災発生時の交通規制(1)

＜震度６弱以上の地震が発生した際の交通規制＞

（１）第一次交通規制
・環状７号線から都心方向への車両の通行禁止
・環状８号線から都心方向への車両の通行抑制
・「緊急自動車専用路」（７路線）の
緊急自動車等以外の一般車両の通行禁止

（２）第二次交通規制
・「緊急自動車専用路」を「緊急交通路※」に指定
・被害状況等を勘案し、必要な路線（31路線）を
「緊急交通路」に指定

※緊急通行車両等災害の応急対策に従事する車両以外は通行できない



8. 大震災発生時の交通規制(2)

【出典】
警視庁ホームページ



9. 大震災発生時の交通規制(3)

【出典】
警視庁ホームページ



10. 大震災発生時の交通規制(4)

【出典】
大震災発生時における交通行動等の調査結果
（平成28年 警視庁）(n=2,452)

＜都民向けアンケート調査結果＞

知っている
24.8%

ある程度

知っている
38.1%

あまり知

らない
24.3%

全く知らな

い
12.8%

知っている
20.4%

ある程度

知っている
40.3%

あまり知

らない
24.9%

全く知らな

い
14.4%

「大震災発生時の交通規制」を
知ってますか？

「大震災発生時の自動車利用について」
（被災後は車を使用しないなど）を
知ってますか？



11. 物資の確保に向けた取組

＜豊島区の事例＞

平成29年2月に、豊島区と株式会社ファミリー
マートが「災害物資の供給等に関する協定」を締結

主な協定内容
・必要な物資の供給
・区内店舗における早期の営業再開

協定締結による効果
・災害時に必要となる物資の供給
・店舗の早期営業再開による区民の生活安定

→発災時には民間事業者の協力を得て物資を確保



12. 地域内での事業者間の連携(1)

● 共助の理念に基づく帰宅困難者対策の推進に当たっては、

事業者間の連携が重要

● 一つの事業者だけで帰宅困難者を受け入れるのは難しい

が、部分的な協力が可能な事業者はあると考えられる。

場所の提供 ・帰宅困難者の受け入れ

人の提供 ・帰宅困難者の誘導
・近隣の一時滞在施設の運営
・物資の運搬

物資の提供 ・事業者間の連携による防災備蓄品の融通
・事業者に備蓄されている外部の帰宅困難者向けの食料
（10%ルール）の融通

（部分的な協力の例）



13. 地域内での事業者間の連携(２)

食料の提供

場所の提供
（オフィスビル、大学等）

人の提供

10％ルールに基づく
帰宅困難者向け備蓄品の提供

小売店舗との連携

イメージ図

・都内では44の駅前滞留者対策協議会が設置されており、
地域ルールを定めるなど駅周辺の滞留者の安全確保に向けた取組を実施

・地域内での事業者間の連携を推進することにより、
地域の防災力の向上につながる可能性



14. 要配慮者への対応(1)

＜外国人来訪者への対応＞

・都立一時滞在施設における外国人来訪者への対応状況

（多言語での案内表示等）

35%

65%

有

（69施設）

無or無回答
（130施設）

【出典】平成29年東京都調査(n=199)



15. 要配慮者への対応(2)

＜高齢者・障害者への対応＞

・都立一時滞在施設における建物内のバリアフリー施設

（スロープ、エレベーター、多目的トイレ等）の整備状況

89%

11%

有

（179施設）

無or無回答
（20施設）

【出典】平成29年東京都調査(n=199)


